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1. はじめに 

平成 27 年度医工連携事業化推進事業は、平成 27 年 4 月 1 日から設立される「国立研究開発法人日本

医療研究開発機構」（以下「日本医療研究開発機構」という。）によって実施される医療分野の研究開発

関連の公募課題の一つです。 

平成 26 年 5 月に成立した「健康・医療戦略推進法」及び「独立行政法人日本医療研究開発機構法」に

基づき、内閣に医療分野の研究開発の司令塔機能が創設され、本公募事業を含めた各省に計上されてい

る医療分野の研究開発関連予算は日本医療研究開発機構に集約することとなりました。 

 これまで経済産業省において実施していた医工連携事業化推進事業を切れ目なく円滑に実施していく

ためには、平成 26 年度内に公募を行うことが必要となったため、日本医療研究開発機構設立準備室と連

携しつつ、本要領によって現在事業を所管している経済産業省において公募を実施することとなりまし

た。 

 このため、採択された申請課題については、平成 27 年 4 月 1 日以降に日本医療研究開発機構と事業管

理機関との間において、国の会計年度の原則に従い単年度ごとに委託契約を締結することとなりますの

で、あらかじめご留意下さい。 

 また、本公募は、平成 27 年度予算の国会での成立を前提としているため、平成 27 年度 4 月 1 日まで

に政府予算が成立しない場合等は契約内容等について別途協議することになります。 

 

＜参考＞ 

健康・医療戦略推進本部  

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/ 
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2. 目的 

医療現場が抱える課題に応える医療機器について、日本が誇る「ものづくり技術」を活かした開発・

実用化を推進することにより、我が国の医療機器産業の活性化と医療の質の向上を実現します。 

具体的には、戦略的に解決すべき医療現場における課題を選定し、その課題に対応する医療機器を開

発・改良するため、 

 臨床評価や課題に対する有効性評価を担う医療機関 

 実現するためのものづくり技術を有する中小企業 

 製造や販売を見据えて目利きする企業・コーディネーター 

 先端技術を提供・評価する大学・研究機関 等 

により構成されるコンソーシアムの医工連携による事業化の推進を図ります。 

また、医工連携による医療機器開発の実証を通して、事業化に向けた課題や問題点を抽出・整理・分

析することにより、ものづくり技術を活かししつつ、多様な臨床課題に迅速・柔軟に応えられる中小企

業等が開発・参入しやすい環境を整備します。 

 

 
図 1 医工連携事業化推進事業の内容 

 
  



 

3 
 

 

 
 

図 2 医工連携事業化推進事業の仕組み 

医工連携事業化推進事業の仕組み
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3. 応募対象事業 

平成 27 年度の医工連携事業化推進事業の応募対象は、医工連携による医療機器の開発・改良として戦

略的に解決し事業化すべき実用化課題（以下「戦略的解決実用化課題」という。）に掲げる各分類に対応

した、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器等

法」という。）対象の医療機器（動物用を除く。以下同じ。）又は周辺機器の上市を目指した開発・改良

を委託事業として行い、事業化する事業となります。 

なお、総合特区推進調整費を活用して平成 26 年度に医療機器等の開発・改良を行っている事業で、本

事業で継続して事業を行おうとするものも応募対象となります。（詳細は 10 頁参照） 

表 1 戦略的解決実用化課題 

分類 対象要件 実施体制要件 

新規参入の

促進 
 既存医療機器を改良し、平成 30 年 3 月までに国内市場で上市可

能な事業 

 認証基準等がある医療機器を開発・改良し、平成 30 年 3 月まで

に国内市場で上市可能な事業 

 認証基準 一般的名称 1519 品目 

 届出   一般的名称 1195 品目（平成 26 年 12 月末時点） 

 医療機器の実用化に必要不可欠となる非医療機器（評価機器、ト

レーニングシステム等）を開発・改良し、平成 30 年 3 月までに

国内市場で上市可能な事業 

共通要件 

（5 頁参照） 

＋ 

個別要件 

（7 頁参照） 

分類 対象要件 実施体制要件 

産業競争力

の向上（国

内） 

 開発にあたって相対的にリスクの高い治療系医療機器を開発・改

良し、国内市場で事業化する事業 

 生体内移植器具 一般的名称  125 品目 

 チューブ及びカテーテル（血管処置用、心臓用等） 

一般的名称   56 品目 

 その他、上記の一般的名称の品目に類する治療等に用いる新

医療機器 

共通要件 

（5 頁参照） 

＋ 

個別要件 

（7 頁参照） 

分類 対象要件 実施体制要件 

産業競争力

の向上（海

外） 

 医療機器を開発・改良し、国内市場に先行して、海外市場で事業

化する事業 

共通要件 

（5 頁参照） 

分類 対象要件 実施体制要件 

周辺分野開

拓による市

場拡大 

 以下を開発・改良し、国内市場で事業化する事業 

 医師以外の看護師、臨床工学技士等の医療従事者が使用する機器（非

医療機器を含む）であって、医療安全の向上に資するもの 

 医師等の医療従事者が使用する医療機器であって、在宅医療の推進に

資するもの 

 疾病の有無に限らず個人が使用する家庭向け医療機器であって、疾病

の予防や早期発見に資するもの 

共通要件 

（5 頁参照） 
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【参考 6】医工連携による医療機器の開発・改良として戦略的に解決し事業化すべき実用化課題（32 頁参照） 

 

3.1 実施体制に関する共通要件 

総括事業代表者、副総括事業代表者、事業実施機関（ものづくり中小企業、製造販売担当企業及び医

療機関を含む）及び事業管理機関によって構成される共同体を基本とします。（詳細は下記に掲げる各項

をご覧下さい。） 

（※）共同体の構成員のうち、企業にあっては、日本国内に本社を置き、かつ、日本国内で機器開発、製造等を行ってい

ること（予定を含む）が必要です。 

(1) 総括事業代表者（Project Leader）…（必須） 

総括事業代表者（Project Leader、「PL」と略称する。）は、共同体の構成員である企業の役員又は職員

であって、医工連携事業化推進事業計画の作成並びに実施及び成果管理・普及を総括するのみならず、

提案する医療機器等の事業化までの戦略の策定、実施について全期間責任を持って主体的に行う者（個

人）です。 

表 2 総括事業代表者の役割 

 医療機器等の事業化（機器開発・改良、薬事対応、販売等）に向けた戦略を策定すること。 

 事業化戦略に基づき共同体構成員の事業の進捗管理、共同体構成員相互の調整、及び早期の事業

化を推進すること。 

 医工連携事業化推進事業の遂行に必要かつ十分な時間を確保し、医工連携事業化推進事業計画の

作成並びに実施及び成果管理・普及の全てにおいて総括すること。 

(1) 副総括事業代表者（Sub Leader）…（必須） 

副総括事業代表者（Sub Leader、「SL」と略称する。）は、PL を補佐して、医工連携事業化推進事業計

画の作成並びに実施及び成果管理・普及を総括するのみならず、提案する医療機器等の事業化までの戦

略の策定、実施について全期間責任を持って主体的に行う者（個人）です。 

表 3 副総括事業代表者の役割 

 共同体内の総括事業代表者が所属する機関とは異なる機関に所属し、PL を補佐し、必要に応じ

てその代理を務めること。 

 医療機器等の事業化（機器開発・改良、薬事対応、販売等）に向けた戦略を策定すること。 

 事業化戦略に基づき共同体構成員の事業の進捗管理、共同体構成員相互の調整、及び早期の事業

化を推進すること。 

 医工連携事業化推進事業の遂行に必要かつ十分な時間を確保し、医工連携事業化推進事業計画の

作成並びに実施及び成果管理・普及の全てにおいて総括すること。 

(2) 事業実施機関＜ものづくり中小企業＞…（必須） 

中小企業で、かつ、共同体内の役割として医療機器等の開発・改良の本質的な部分（主たる開発要素

がある業務、特別な技術を要する業務等）を担うことが明確なものづくり企業として委託事業を実施す

る者（法人）です。（中小企業の定義については、19 頁の【別表 1】を参照して下さい。） 

なお、委託事業のうち本質的な部分（主たる開発要素がある業務、特別な技術を要する業務等）を共

同体外へ発注することはできません。 
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(3) 事業実施機関＜製造販売担当企業＞…（必須） 

開発・改良する医療機器等を製造販売するにあたって、委託事業終了後も含めて、製品の市場に対す

る最終責任、品質保証業務責任、安全管理業務責任を担う企業として委託事業を実施する者（法人）で

す。 

なお、医療機器を開発・改良する場合の製造販売担当企業は、医薬品医療機器等法上の製造販売業許

可を有する者であることが必要条件となります。（旧法（薬事法）に基づく許可を有する者は、当該許可

の有効期限の残存期間内は、新法（医薬品医療機器等法）に基づく許可等を受けたものとみなされます。）  

ただし、「新規参入の促進」分類の新規参入中小企業においては、委託事業期間内に製造販売業許可を取

得する計画がある者を含みます。 

(4) 事業実施機関＜医療機関＞…（必須） 

開発・改良する医療機器等について、臨床評価や課題に対する有効性評価を担う医師、看護師、臨床

工学技士等の医療従事者が所属する医療機関として委託事業を実施する者です。 

(5) 事業実施機関＜その他＞…（任意） 

上記以外の大学、企業、医療機関、組合、公益法人、試験研究機関等の委託事業を実施する者です。 

(6) 事業管理機関…（必須） 

事業管理機関は、委託事業の経費管理、共同体構成員間の情報共有、財産管理（知的財産権を含む）

等の委託事業に関する事務管理等を行う者です。また、日本医療研究開発機構との委託契約における受

託者として、契約上の責任を有します。 

なお、前述の事業実施機関が事業管理機関を兼ねることができます。 

表 4 事業管理機関の役割 

 日本医療研究開発機構との委託契約を締結できること。 

 委託事業を遂行するに十分な事務管理能力があり、そのための体制が整備されていること。 

 委託事業を受託できる財政的健全性を有していること。（委託費は精算払であることから、再委

託先への立替払が可能であること。） 

表 5 事業管理機関の例 

企業（中小企業、大企業）、大学、公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人、公設

試験研究機関（独立法人化されたものに限る。）、商工会議所、商工会、中小企業団体中央会 等 

(7) アドバイザー…（推奨） 

薬事、知財、技術等の専門家として、医療現場の課題を反映した、委託事業の実効性向上、成果の市

場適合性向上に対して指導・助言をする等の役割を担う協力者です。 

表 6 アドバイザーの例 

有識者、企業 OB・OG の事業協力者、大学、公設試験研究機関、販売企業の団体又は個人 等 
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3.2 実施体制に関する個別要件 

分類 実施体制に関する個別要件 

新規参入の促進 新規参入のものづくり中小企業に所属する者が PL 又は SL となり、既

存の製造販売担当企業や外部コンサルタントの指導・助言を受けつつ、上

記の要件・役割を担い委託事業を実施すること。 

産業競争力の向上（国内） 製造販売担当企業（既に医薬品医療機器等法上の製造販売業許可を取得

している者に限る。）に所属する者が PL 又は SL として委託事業に必要な

要件・役割を担い委託事業を実施すること。 
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4. 委託事業の事業期間、事業規模及び想定採択件数 

事業期間 

 委託事業の事業期間は、3 か年度以内とします。ただし、「5. 応募手続き及び審査」

に掲げる審査の結果、事業実施内容に対して過大な事業期間を設定していると判

断される場合は、期間の短縮を求める場合があります。 

 複数年度に渡る提案が平成 27 年度に採択候補と決定した場合においても、単年度

契約による委託契約を締結します。 

なお、平成 27 年度および次年度以降の契約については、日本医療研究開発機構に

よる計画内容の調整や、当該年度の予算編成・成立内容等の事情によって、事業ス

キームや内容等が変更となることがあります。 

 各年度毎の委託事業期間終了時に実施する外部有識者等の委員会による継続審査

において、委託事業の進捗状況、次年度の事業計画及び予算案、それらを踏まえた

将来計画の見直し案等について報告を行っていただきます。審査の結果、当初の目

標達成が見込めないと判断された場合は、次年度への継続を認めないことがある

ほか、次年度の事業計画及び予算額の見直し（減額）を求めることがあります。 

 初年度（平成 27 年度）の委託事業期間（契約期間）は、契約締結日から平成 28

年 2 月 29 日を予定しています。 

 継続審査の結果、平成 28 年度以降に継続となった場合においても、委託事業期間

（契約期間）は、政府予算成立時期や契約内容の調整等により、契約締結日が 4

月とならないことがあります。 

 平成27年度の委託事業期間終了日から平成28年度契約締結までの間に発生した経

費については、委託事業における支出の対象とはなりません。 

事業規模 

 委託事業の事業規模は、各年度の金額（税込）が次表の該当区分毎の上限額以下に

設定して下さい。 

分類 対象機器 上限額 
新規参入の促進 医療機器 5,000 万円 

ただし、医療機器の開発に直接的に必要な臨床研究を実施する年
度は 6,000 万円 
非医療機器 4,000 万円 

産業競争力の向上
（国内） 

医療機器 6,000 万円 
ただし、治験実施計画の届出に基づき治験を実施する年度は
8,000 万円 

産業競争力の向上
（海外） 

医療機器 8,000 万円 
 

周辺分野開拓によ
る市場拡大 

医療機器 5,000 万円 
ただし、医療機器の開発に直接的に必要な臨床研究を実施する年
度は 6,000 万円 
非医療機器 4,000 万円 

 対象経費は、日本医療研究開発機構が必要と認めた経費に限るものとし、契約締結

までの調整の結果、一部の費用は対象外となることもあります。 

 次年度以降は、事業の進捗や実施計画等の内容を踏まえて額を審査します。 

採択件数 

 12 件程度（総合特区推進調整費からの継続事業を除く。） 

 件数は、公募開始時点での予定となっていますので、応募状況等によって予告なく

変更されることがあります。 
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5. 応募手続き及び審査 

(1) 公募期間 

開始 ：平成 27 年 1 月 19 日（月） 

締切 ：平成 27 年 3 月 11 日（水） 

(2) 公募説明会の開催 

平成 27 年度医工連携事業化推進事業の内容、応募に当たっての手続き等についての公募説明会を実施

します。公募説明会の開催日時、場所、参加申し込み方法等については、別途、経済産業省のホームペ

ージでお知らせします。 

(3) 問い合わせ先 

問い合わせについては、24 頁の【別表 4】をご覧下さい。 

(4) 提案書の受付期間 

提案書の受付は、以下の期間に限りますので、ご注意下さい。 

開始 ：平成 27 年 2 月 23 日（月） 

締切 ：平成 27 年 3 月 11 日（水）17 時必着 

※提案書の提出にあたっては、締切り期限に余裕を持って提出されるようお願いします。 

(5) 提出書類 

公募提案のための提出書類は、20 頁の【別表 2】で定めるとおりです。提出書類に不備がある場合、

審査の対象とならないことがあります。 

(6) 提出先及び提出方法 

提案書の提出先は、下記のとおりです。 

提出書類は、PL が作成し、事業管理機関から提出して下さい。 

提出は、郵送（宅配便、バイク便等も可能です。ただし、特定信書便事業の認可を受けた事業者によ

るものとします。）による方法とし、FAX、電子メール及び持参による提出は受け付けられません。 

 

表 7 提案書の提出先 

住所： 〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1 丁目 3 番 1 号 
宛先： 経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 医療・福祉機器産業室 

医工連携事業化推進事業 公募担当 

(7) 審査方法・基準 

公募締切後、外部有識者等による書面審査及びヒアリング審査を行います（応募内容によって審査の

時期が異なります）。審査にあたっては、22 頁の【別表 3】で定める審査基準に基づいて審査を実施しま

す。また、中小企業等による医療機器等事業化事例として強いモデル性を有しており、その取り組みを

委託事業の成果として広く示すことによって、その後の新規参入中小企業等に大きな参考となり得るか

という観点からも併せて審査を行います。 
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(8) 審査結果の通知 

外部有識者等の審査は非公開で行われ、書面審査終了後及び採択候補案件（委託契約予定者）の決定

後、すべての応募者（PL）に対して、速やかに採択・不採択の結果を通知します。 

採択候補案件となった応募者に対しては、採択候補決定通知後に個別に委託契約業務説明を実施し、

契約の意思確認と契約に係る事務手続き等を行います。 

(9) 提案内容の公表 

採択候補案件の公表に際しては、事業管理機関及び事業実施機関名、計画名、事業概要、薬事申請計

画及び上市計画、想定市場規模、各年度の達成目標等を、日本医療研究開発機構のウェブサイト等で公

表します。 

また、提案の採否に関わらず、提案内容のうち様式 1－2で記載していただく「1.医療現場が抱える課

題」について公表を予定しています。 

(10) 特区継続事業について 

総合特別区域法（平成 23 年法律第 81 号）第 12 条に基づく国際戦略総合特別区域計画又は同法第 35 

条に基づく地域活性化総合特別区域計画として、総合特区推進調整費によって医工連携事業化推進事業

（課題解決型医療機器等開発事業を含む。）を平成 26 年度に実施している事業のうち、本公募に応募す

ることで継続して事業を実施しようとする場合には、様式 4-1 の記載要領にしたがって必要事項を記入

して下さい。なお、事業を継続して行うときは、総合特区推進調整費の実績と併せて 3 カ年度を超えな

い範囲が最大の事業期間となりますので、あらかじめご留意下さい。詳細については、別表 4 の連絡先

までお問い合わせ下さい。 

 

(11) その他応募に関する留意事項 

25 頁の「【参考 1】競争的資金の適正な執行に関する指針」に基づき、不合理な重複及び過度な集中を

排除しますのでご留意下さい。具体的には、同一組織が類似内容で本制度以外の国等の委託事業や補助

事業等に併願している場合等には、重複して採択しないこととされています。 

応募受付締切時点において、競争的資金における不正経理、不正受給又は研究上の不正により応募制

限措置を受けている者、本事業の実施にふさわしくないと認める者が共同体に含まれている場合（事業

管理機関又は事業実施機関に、該当する者が属している場合を含む。）には、応募することはできません。

また、応募された提案がこの場合に該当していると認められる場合は、当該提案を審査対象から外すこ

とがあります。 
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6. 委託契約の締結 

 採択候補として決定した後に、日本医療研究開発機構と事業管理機関との間で単年度契約による

委託契約を締結します。 

また、事業管理機関と共同体を構成する事業実施機関との間でも単年度による再委託契約を締結して

いただきます。（参照：図 2 医工連携事業化推進事業の仕組み（3 頁）） 

 
 

表 8 委託契約の締結における留意事項 

 委託費は、補助金による助成的な事業とは異なり、当該委託契約における事業計画に係る使

途以外に使用することはできません。 
 採択候補として決定後に、契約金額について経費ごとの積算、見積、根拠資料等について審

査を行い、必要と認められた経費のみが実際の委託契約金額となります。よって、実際の契

約の際の金額は、提案時の金額とは必ずしも一致するものではありません。 

 日本医療研究開発機構において契約条件の手続きが整い次第、速やかに契約を締結する予定

です。 
 支払うべき金額は、各年度委託事業期間終了後の確定検査において確定します。そのため、

支払うべき金額は契約額以下になる場合があります。 

 確定検査にあたっては、委託費の対象とする経費にかかる帳簿及び全ての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して整理することが必要になります。委託対象物件や帳簿、証拠書類

の確認ができない場合は、当該物件等に係る金額は委託費の対象外となります。 
 日本医療研究開発機構との間で締結する委託契約に付属する実施計画書には、提案書に記載

された医療機器の薬事申請計画及び上市計画、各年度の達成目標を記載していただきます。

特段の事情によりその内容を変更しようとする場合には、日本医療研究開発機構と調整し了

解を得る必要があります。 
 その他、契約にあたって必要となる事務手続きについては、日本医療研究開発機構の事務処

理要領等に基づき実施していただきます。 

  

 

 委託契約期間の終了日までに事業成果報告書を日本医療研究開発機構に提出していただきます。 

 委託金の支払については、受託者（事業管理機関）から実績報告書の提出を受け、確定検査を経

て委託金額の確定後に精算払いとなるため、事業期間中の経費は事業管理機関の立替払となりま

す。 

 契約内容が合意されない場合、委託契約の締結を見送ることがあります（再委託条件も含む）。 

 委託費の対象とする経費に係る帳簿及び証拠書類は、委託事業の完了の日の属する年度の終了後 5

年間、日本医療研究開発機構等の要求があった時は、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかな

ければなりません。 

 なお、事業管理機関と事業実施機関との間の再委託契約においても、契約形態は、日本医療研究

開発機構との委託契約に準拠することになります。 
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7. 委託対象となる経費 

委託対象となる経費は、委託事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果のとりまとめに必要な経費と

します。具体的には、次の(1)から(5)に示すとおりです。 

（※）委託対象経費の計上にあたっては、その必要性及び金額の妥当性を明確にできるようにして下さい。 

（※）提案医療機器等の量産・販売等の生産活動に直接必要となる経費及び本公募要領に記載の無い経費は、本委託事業

の対象経費として計上できません。 

(1) 人件費 

 人件費単価は、原則、健保等級（２６頁の【参考 4】医工連携事業化推進事業における人件費の

計算に係る実施細則）に基づいて算定することとします。 

1) 直接人件費 

委託事業に直接従事した者（「2) 管理人件費」の委託事業の管理業務を担う者を除く。）の人件費（基

本給、賞与、諸手当を含む）。 

2) 管理人件費 

委託事業に直接従事した事業管理機関の職員の人件費であって、委託事業の管理業務を担う者の人件

費（基本給、賞与、諸手当を含む）。 

（※）雇用形態にかかわらず、委託事業に主体的に従事している者の人件費は、(2)事業費の 8)補助員人件費ではなく、人

件費に計上して下さい。 

（※）応募から契約までの間に健保等級単価に改訂があった場合には、委託契約締結前に日本医療研究開発機構と協議の

上で、単価の変更等を行っていただきます。 

(2) 事業費 

1) 機器設備費 

 機器設備費は、⑤及び⑥を除き、事業管理機関の経費として一括計上するため、再委託先には計

上できません。 

 機器設備の設置場所については、中小企業以外の場所に設置しても構いません。また、委託事業

の実施にあたり、共同体の構成員全てが、機器設備を使用することができます。 

① 機械装置購入費 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置・その他備品の購入に要する経費（本委託事業で開発・

改良する提案医療機器等の試作品に要する経費を除く。）。 

（※）共同体の構成員及び実質支配下にある会社から調達する場合、利益を含めることはできません。 

（※）対象装置は、リースが困難であって、開発の過程でノウハウが付着し、知的財産権保護・企業の営業秘密の保護の

必要性等から使用者本人以外に譲渡・売却することが困難となる装置に限ります。 

（※）単体で機能する市販のソフトウェアや、単なる検査装置を購入することはできません。 

（※）ただし、機械装置に付随する組み込みソフトウェア等は対象となります。 

② 製作・改良・加工費 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置又は本委託事業で開発・改良する提案医療機器等の試

作品の製作・改良・加工等に要した共同体外への支出経費。 
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③ 土木・建設工事費 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置の製作・設置に必要な土木工事及びこれらに付帯する

電気工事等に要した共同体外への支出経費。 

（※）機械装置と一体で捉えられるものであって、当該処理がなければ機械装置の動作に著しく弊害が出るもので、定着

性を有しない等軽微なものに限ります。設置場所の整備工事や基礎工事を伴う管理棟の建設等は含みません。 

④ 保守・改造修理費 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置又は本委託事業で開発する提案医療機器等の試作品の

保守（機能の維持管理等）、改造（主として価値を高め、又は耐久性を増す場合）、修繕（主として現状

に回復する場合）を必要とする場合における共同体外への支出経費。 

⑤ 借料及び損料 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置のリース又はレンタルに要する経費。 

（※）事業管理機関以外でも計上可能。 

⑥ 部材・消耗品費 

提案医療機器等の開発・改良に必要な機械装置又は本委託事業で開発・改良する提案医療機器等の試

作品の製作・改良・加工等に係る部材や消耗品の購入経費。 

（※）事業管理機関以外でも計上可能。 

（※）部材や消耗品として購入し、組み上げて 1 年以上使用するもので、かつ、税込み 20 万円以上となるものについて

は、取得財産として報告して下さい。 

 

表 9 委託対象となる経費に関する留意点【重要】 

 委託契約に基づき取得する機械装置等については、実施上、事業管理機関等が購入・製作し、委

託事業（最長 3 か年度）が終了するまでの間、取得した機械装置等の所有権者は事業管理機関等

となりますが、国費により購入・製作されるものであり、委託事業終了後又は別途日本医療研究

開発機構が指示した場合には、日本医療研究開発機構に所有権を返納していただきます。 
 委託事業で取得した機械装置等については、各年度の委託事業期間終了後、日本医療研究開発機

構に取得財産一覧表とノウハウ指定届を提出していただきます。 
 取得した機械装置等は、委託事業終了後、一旦、日本医療研究開発機構に所有権を返納した後、

ノウハウ指定者に適切な価格（原則残存簿価）で買い取りをしていただきます。 
 取得した機械装置等の管理は、原則として事業管理機関があたり、維持等の管理行為を行うもの

とします。ただし、特に必要な場合には、日本医療研究開発機構の了解のもとに、事業実施機関

が管理の一部を行うことができます。 
 機械装置等の処分については、日本医療研究開発機構の指示に従って下さい。上記方針について

ご理解いただける場合のみ、本事業に応募して下さい。 
 「5. 応募手続き及び審査」に掲げるヒアリング審査の際や委託契約締結に向けての調整の段階で、

取得する機械装置等の処分の方法について確認を求める場合があります。 

2) 消耗品費 

委託事業に直接要した資材、消耗品等の製作又は購入に要した経費。 
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（※）消耗品費とは、単年度で消耗するものをいいます。部材や消耗品として購入し、組み上げて 1 年以上使用するもの

で、かつ、税込み 20 万円以上となるものについては、1)機器設備費に計上し、取得財産として報告して下さい。 

3) 旅費･交通費 

委託事業を遂行するために特に必要とした旅費、滞在費及び交通費であって、事業管理機関等の旅費

規程等により算定された経費。 

（※）海外旅費は、対象要件のうち「産業競争力の向上（海外）」に該当する事業以外は計上できません。 

4) 委員会費 

委託事業の遂行に必要な知識、情報、意見等の交換、検討のための委員会開催、運営に要した委員謝

金、委員旅費等の経費。 

5) 分析・試験関連費 

委託事業の遂行に必要な市場分析、電気安全性試験、非臨床試験等の外注に係る経費。 

6) 臨床関連経費 

事業化のために必要な臨床研究経費、治験経費、薬事相談経費等。 

（※）今回の医療機器開発・改良に直接的に関係しないものは対象になりません。また、各年度の委託事業期間内に支出

が発生していない場合は、対象になりません。 

（※）薬事申請経費については、対象になりません。 

7) 知的財産権関連経費 

本委託事業の成果を事業化するにあたり必要となる特許権等の出願のための弁理士の手続代行費用及

び外国特許出願のための翻訳料に係る経費等。 

（※）委託事業の成果に係る発明等ではないものは、対象になりません。また、各年度委託事業期間内に支出が発生して

いない場合は、対象になりません。 

（※）特許権の取得に要する経費のうち、以下の経費については、対象になりません。 

○日本の行政庁に納付される特許出願手数料等（出願手数料、審査請求料、特許料等） 

○拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合に要する経費 

（※）他の制度により知的財産権の取得について支援を受けている場合は、本費目の計上はできません。 

（※）外国の知的財産権の獲得に係る経費は、「産業競争力の向上（海外）」に該当する委託事業以外は計上できません。 

8) 補助員人件費 

委託事業を実施するために必要な業務補助を行う補助員（アルバイト等）の賃金等。 

9) その他特別費 

上記の各経費のほか、委託事業の実施にあたって特に直接必要と認められる経費。 

（※）計上にあたっては、委託契約締結前に日本医療研究開発機構へ協議して下さい。 

(3) 一般管理費 

委託事業に必要となる経費のうち、当該事業に要した経費としての抽出・特定が困難な間接経費。 

（※）原則として、上記(1)及び(2)に係る経費の合計額に、当該法人等の直近決算における一般管理費率（直接経費の 10％

を上限とする。）を乗じて算出するものとします。 

(4) 再委託費 

委託事業の一部について事業管理機関から事業実施機関に対して再委託するのに要した経費。 
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（※）算定にあたっては、上記(1)から(3)に定める項目に準じて行います。 

（※）ただし、次の経費については、原則として再委託費として計上を認めません。 

(1)人件費のうち、2)管理人件費。 

(2)事業費のうち、1)機器設備費の①～④、4)委員会費、7)知的財産権関連経費。 

(5) 消費税及び地方消費税 

委託事業に要した経費に課税される経費。 

（※）上記(1)から(4)の項目は、消費税及び地方消費税を除いた額で算定し、その総額に消費税及び地方消費税の税率を乗

じて得た額を計上します。なお、免税業者の場合は、仕入課税額を消費税及び地方消費税欄に計上します。 
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8. 受託者の責務 

(1) 事業成果に関すること 

1) 事業成果の帰属 

委託事業を実施することにより特許権等の知的財産権が発生した場合、その知的財産権の帰属先は、

以下の条件を遵守していただくことを条件に、原則として受託者（共同体の構成員）となります。 

（※）ただし、各年度の委託事業終了時に提出していただく事業成果報告書等の納入物の著作権については、日本医療研

究開発機構が実施する権利及び日本医療研究開発機構が第三者へ実施を許諾する権利を許諾していただきます。 

 

共同体内での知的財産権の帰属先について、共同体内の再委託契約において定めておく必要がありま

す。知的財産権については事業化を念頭に共同体内で知財戦略を策定の上、権利義務等に係る契約関係

を明確化して下さい。 

表 10 委託事業成果の帰属に関する条件 

 知的財産権に関して出願・申請の手続きを行った場合、遅滞なく日本医療研究開発機構に報告す

ること。 
 公共の利益のために、特に必要があるとして要請する場合、日本医療研究開発機構に対し、当該

知的財産権を無償で利用する権利を許諾すること。 
 相当期間活用しておらず、かつ正当な理由がない場合に、日本医療研究開発機構が特に必要があ

るとして要請するとき、第三者への実施許諾を行うこと。 
 特許権等の移転、専用実施権の設定若しくは移転の承認をしようとするときは、あらかじめ日本

医療研究開発機構の承認を受けること。 

2) 委託事業成果の活用 

医工連携事業化推進事業の目的に鑑み、事業成果については、日本国内での活用を優先して下さい。 

3) 委託事業成果の公開 

日本医療研究開発機構及び経済産業省は、事業成果報告書等をウェブサイトその他の方法で公表し、

積極的な普及活動に努めますので、協力して下さい。 

また薬事申請計画及び上市計画、想定市場規模、各年度の達成目標、各年度の委託事業成果に対する

外部有識者等の評価コメント、及び日本医療研究開発機構が必要と認めた情報は公開いたします。 

4) 成果普及への協力 

日本医療研究開発機構及び経済産業省において開催する成果発表会等へ積極的に参加・協力していた

だきます。 

(2) 委託事業終了後の追跡調査に関すること 

追跡調査として、委託事業終了後 5 年間は、その後の事業化の進捗状況や委託成果の波及効果、医薬

品医療機器等法の申請、特許等の出願・実施許諾等の状況等について所定の様式により、日本医療研究

開発機構への報告が必要となります。 

また、必要に応じて日本医療研究開発機構が行う委託事業に関する調査については、最大限の協力を

行っていただきますので、あらかじめご了承下さい。 
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9. その他 

(1) 中間検査、確定検査等について 

各年度委託事業期間中及び各年度委託事業期間後において、委託金額の適切な確定にあたり、日本医

療研究開発機構が中間検査（委託事業期間中）、確定検査（委託事業期間終了後）を実施します。 

原則として、委託対象経費や帳簿類の確認ができない場合については、当該経費は委託対象外となり

ます。また、委託事業期間終了後、会計検査院による会計実地検査が実施されることがあります。 

(2) 不正行為、不正使用等への対応について 

委託事業上の不正行為、不正使用等については、25 頁の「【参考 2】研究活動の不正行為への対応に関

する指針」（平成 19 年 12 月 26 日経済産業省制定）及び「【参考 3】公的研究費の不正な使用等の対応に

関する指針」（平成 20 年 12 月 3 日経済産業省制定）等に沿って対応します。 

採択候補案件として公表後又は委託契約締結後であっても、虚偽の申請であったことが判明した場合

や、上記指針等に照らして不正があったことが判明した場合等は、採択や委託契約を取り消す場合があ

ります。 

(3) 重複委託の排除 

 申請者に「不合理な重複」、「過度の集中」が発生している場合は、委託事業の対象とはしません。 

（注）「不合理な重複」とは、同一の申請者（研究者）による同一の研究開発課題（委託費又は助成金（以下「研究費」と

いう。）が配分される研究開発の名称及びその内容をいう。以下同じ。）に対して、複数の研究費が不必要に重ね

て配分される状態であって、次のいずれかに該当する場合をいう。  

○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の研究開発課題について、複数の研究費に対して同時

に応募があり、重複して採択された場合。 

○既に採択され、配分済の研究費と実質的に同一の研究開発課題について、重ねて申請があった場合。 

○複数の研究開発課題の間で、研究費の用途について重複がある場合。 

○その他これらに準ずる場合。  

（注）「過度の集中」とは、一の研究者又は研究グループ（以下「研究者等」という。）に当該年度に配分される研究費全

体が、効果的、効率的に使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れないほどの状態であって、次のいずれ

かに該当する場合をいう。  

○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合。 

○当該研究開発課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間に対する当該研究の実施に必要とする時間の配

分割合（％））に比べ、過大な研究費が配分されている場合。 

○不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合。 

○その他これらに準ずる場合。 

 同一の研究開発課題についてすでに他の研究費を受けている場合、本事業への申請はできません

が、申請中の他の研究費と同時に申請することは可能です（ただし次号に留意のこと）。 

 申請時に、他府省を含む他の研究費の申請・受入状況（制度名、申請者名、研究開発課題、実施

期間、予算額、エフォート等）の共通事項を申請書類に記載していただきます。なお、申請書類

に事実と異なる記載をした場合は、不採択、採択取消し又は減額配分とすることがあります。  

 不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、申請内容の一部を他府省等、

研究費担当課（独立行政法人である配分機関を含む。）に情報提供する場合があります。  

 なお、申請内容の虚偽、研究費の重複受給等が判明した場合、契約締結後であっても契約を取り

消し、委託費の返還請求、罰則の適用が行うことがあります。 
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(4) ライフサイエンス研究に係る生命倫理や安全確保に係る指針等について 

 ライフサイエンスに関する研究については、生命倫理・安全対策の観点から法令又は指針等（「遺

伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」、「ヒトに関するクロ

ーン技術等の規制に関する法律」、「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」、「遺伝子治療臨床

研究に関する指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「疫学研究に関する倫理

指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」等）により

必要な手続等が定められているため、当該手続等を遵守し、適切に研究を実施して下さい。なお、

これらに違反して研究が実施されていることが確認された場合は、採択や委託契約を取り消すこ

とがあります。 
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【別表 1】 

中小企業の定義について  

中小企業者の定義については、業種ごとに資本金基準と従業員基準の二つの基準があり、【表 11】のい

ずれか一方を満たせば、中小企業者として、本事業の対象となります。 

 

表 11 中小企業者として本事業の対象となる基準 

 
主たる事業として営んでいる業種 

資本金基準 
資本の額又は 
出資の総額 

従業員基準 
常時使用する 
従業員の数 

製造業、建設業、運輸業及びその他の業種（下記以外） 3 億円以下 300 人以下

 ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造
業並びに工業用ベルト製造業を除く。） 

3 億円以下 900 人以下

小売業 5 千万円以下 50 人以下

サービス業（下記 3 業種を除く） 5 千万円以下 100 人以下

 ソフトウェア業及び情報処理サービス業 3 億円以下 300 人以下

旅館業 5 千万円以下 200 人以下

卸売業 1 億円以下 100 人以下

（注）常時使用する従業員の数には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を含みません。 

 

（※）中小企業者として本事業の対象となる組合及び連合会は、以下のとおりです。 

事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会、商工組合、

商工組合連合会、技術研究組合（直接又は間接の構成員の 2／3 以上が中小企業者である場合） 

（注）企業組合及び協業組合も中小企業者として本事業の対象となります。 
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【別表 2】 

提出書類について  

 提案にあたっては、本公募要領で指定する提案書様式を必ず使用して下さい。 
 本公募要領の提案書様式は、経済産業省ウェブサイトに掲載されていますので、ダウンロードし

てご利用下さい。経済産業省ウェブサイトは、トップページの「調達・予算執行」▷「公共調達の

募集情報・募集結果」▷「公募情報」からダウンロードできます。なお、医工連携事業化推進事業

のポータルサイト（MEDIC）からもアクセスできます。 

 経済産業省ウェブサイト http://www.meti.go.jp/ 
 医工連携事業化推進事業ポータルサイト（MEDIC） http://www.med-device.jp/ 

 提案書は、片面印刷（A4 判）でお願いします。 
 通しページ（様式 1（提案書表紙）から 1 頁）をページ下中央に必ず打ち込んで下さい。 
 提出部数は、正 1 部及び写し 15 部となります。なお、「提案書」の電子媒体（CD-R）も提出して

下さい。当該電子媒体は審査に使用しますので、確実に所定のファイルを提出する CD-R に保存

して下さい。 
 提出部数、書類のとりまとめ方法等の提出書類の詳細は、72 頁の＜提案書類チェックシート＞及

び 21 頁の＜提案書類のとりまとめ方法＞を参照して下さい。 

(1) 提案書（様式 1） 

PL、SL の個人印、製造販売担当企業の代表者及び事業管理機関の代表者印（角印（社印）又は国との

契約権限のある者であれば担当者（役職者）の職印も可）を押印して下さい（電子媒体に収録するファ

イルには印は不要）。 

(2) 電子媒体（CD-R） 

以下を収録したもの。 

 提案書（別添様式参照） 

（※）収録が必要な資料、ファイル名の付与方法等は、21 頁の＜提案書類のとりまとめ方法＞を参照して下さい。 

(3) 事務書類 

 提案書類チェックシート（別添参照） 

 提案書受付通知用はがき（21 頁参照） 

(4) 提出先及び提出方法 

提案書の提出先は、下記のとおりです。 

提出書類は総括事業代表者が作成し、事業管理機関が提出して下さい。 

提出は、郵送（宅配便、バイク便等も可能です。ただし、特定信書便事業の認可を受けた事業者によ

るものとします。）による方法とし、FAX、電子メール及び持参による提出は受け付けられません。 

表 12 提案書の提出先（再掲） 

住所： 〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1 丁目 3 番 1 号 
宛先： 経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 医療・福祉機器産業室 

医工連携事業化推進事業 公募担当 
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＜提案書類のとりまとめ方法＞  

 

 
 

 
 
 
 
 

※ 提案書類は、様式1～4の順番で揃え、左上を一括でホッチキス留め、すべてにパンチ穴（左長辺二穴）をあけて
下さい。

※ 提案書様式は経済産業省ウェブサイトからダウンロードできます（ただし、提出時には圧縮はしないで下さい）。

保存フォルダ名 収録する書類 ファイルの種類 ファイル名の付け方 ファイル名の例 備考

提案書

様式1-1～4-2

チェックシート
エクセル

「事業管理機関名」
「事業計画名の先頭５文字」

「○×」「▽□加工を」
提案書エクセル.xlsx

エクセルのバージョ
ンは、2010 形式以

降

CD-Rに収録する書類及びファイル名の付け方

提案書

1
通しページ

を打つ

正本1部

提案書（様式1-1～4-2）
片面印刷（A4版）

提案書

1
通しページ

を打つ

写15部

提案書（様式1-1～4-2）
片面印刷（A4版）

事業管理機関名

「事業計画名」

CD-R 1 枚

エクセルファイル

＜提出書類チェックシート＞
※提出漏れがないか等に いてチ ックを入れ、同封して下さい。

格納

チェック欄 様式 提出書類 正 写 
様式 1-1 平 成 26 年 度 医 工 連 携 事 業 化 推 進 事 業 提 

案書（表紙）
1 部 15 部 ○ 

様式 1-1 
（続き） 〃 1 部 15 部 ○ 
様式 1-2 医療現場が抱える課題、解決する手法・技術 1 部 15 部 ○ 
様式 1-3 提案医療機器等の詳細 1 部 

（ 製品 枚）
15 部

（ 製品 枚） ○ 
様式 1-4 事業化の可能性 1 部 15 部 ○ 
様式 1-5 事業化のための基本戦略 1 部 15 部 ○ 

－ 提出書類チェックシート 1 部 － ○ 
－ ＣＤ－Ｒ（「提案書（様式１）」を保存したもの）1 部 － － 
－ 提 出 する提 案 書 の 正 本 とＣＤ－ Ｒ に 格 納 した

内容が一致していること
－ － － 

は 
が 
き － 提案書受付通知用はがき 1 部 － － 

後日 様式 2-1 開発戦略について 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 2-2 薬事戦略について 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 2-3 知財戦略について 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 2-4 販売戦略について 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 2-5 事 業 化 に向 けて の 体 制 と事 業 収 支 の 見 通 しに 

ついて 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 3-1 事業化に向けてのスケジュール 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 3-2 平成 26 年度委託事業の実施内容の詳細 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 3-2 平成 27 年度委託事業の実施内容の詳細 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 3-2 平成 28 年度委託事業の実施内容の詳細 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 4-1 事業管理機関の概要 別途指示 別途指示 － 
後日 様式 4-2 事業実施機関の概要 別途指示 別途指示 － 

電 
子 
媒 
体 後日 － ＣＤ － Ｒ（ 「 提 案 書 （ 様 式 ２ ～ ４）」を保 存 したも 

の） 別途指示 別途指示 － 
＜事業管理機関 事業実施機関共通＞

直 近 １ 事 業 年 度 の 決 算 報 告 書 （ 貸 借 対 照 表 及 
び損益計算書）
※様式 において【賃上げの実施状況】に該当する場

合は、その該当事業年度分の決算報告書

※決算報告書がない場合は、最近 年間の事業内容の

概要を記載した書類

＜該当する中小企業＞

給 与 所 得 の 源 泉 徴 収 票 等 の 法 定 調 書 合 計 表 
（税務署受付印のあるものの写し） 
※様式 において【賃上げの実施状況】に該当する場

合のみ、その該当事業年度分

＜該当する中小企業＞

従 業 員 教 育 訓 練 費 が 確 認 で きる資 料 （ 損 益 計 
算書の当該科目の明示、領収書等） 
※様式 において【人材育成取組状況】に該当する場

合のみ

※ 提出書類に不備のある場合、審査対象とならない とがありますので 注意下さい。

※ 提出書類は審査、契約、管理、確定、精算といった 連の業務遂行のためにのみ利用し、提案者の秘密は保持します。

※ 提出書類の返却はいたしませんので、提案者は、必ず、原本の控えを保持して下さい。

※ 電子媒体（ ）には 事業管理機関名、事業計画名」をラ ル表紙に印字又は記載して下さい。

別途指示 － 

計画名： ○○を解決するための○○医療機器の開発・事業化

別途指示 － 
後日 － 別途指示 別途指示 － 

② 
二 
次 
審 
査 
対 
象 
の 
み 
提 
出 
が 
必 
要 

提 
案 
書 

補 
足 
資 
料 

後日 － 別途指示 

後日 － 別途指示 

提出

部数

  
① 
５ 
月 
９ 
日 
ま
で 
に 
提 
出 
が 
必 
要 

提 
案 
書 

電 
子 
媒 
体 事 業 管 理 機 関 住 所

氏
名

様

又は
官製
はがき

切 手

1. 事業管理 機関名
2. 事業 計画名

〒100 - 8901
東京都 千代田区 霞が関1-3-1
経済産業省 商務情報政策局
ヘルスケア産業課 
医療・福祉機器産業室 
医工連携事業化推進 事業
公募担当

受付番号 

（表） （裏） 

提出書類チェックシート（1部） 

提案書受付通知用はがき（1枚）

提案書受付通知用はがきの作成方法 

※ 提案書の受付等の通知をしますので、上記に示した内容のはが
きを1枚同封して下さい（枠組み・書き込み内容ともに楷書で手書
き可能です。）。

※ 受付番号は、経済産業省にて記入します。 
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【別表 3】 

審査基準について  

本文「3. 応募対象事業」の内容を満たしている提案について、以下の項目を基に評価し、総合的な審

査を行います。 

(1) 政策面からの審査項目 

1) 産業政策との整合性 

 提案された医療機器等の事業化がごく限られた企業、医療現場等にのみ効果をもたらせるも

のではなく、我が国医療現場、医療機器産業全体の発展に資する計画であること。 

 また、提案された医療機器等だけではなく、その事業化に向けた取組として、他者へのモデ

ルとして産業・社会への波及効果といった社会的意義等が認められるもの等を評価する。 

2) 中小企業政策との整合性 

 提案された医療機器等の事業化が、当該事業に参加している中小企業者自らが努力し、成長・

発展していくような計画であること。特に、参画する中小企業が医療機器等の上市後も引き

続き製造等を担っていくものや、国の方針（「経済の好循環実現に向けた政労使の取組につい

て」において示された賃金上昇に資する取組であるか等）と整合性を持つ計画等を評価する。 

(2) 医療面からの審査項目 

1) 医療現場が抱える課題の妥当性 

 提案された医療機器等が解決する我が国の医療現場が抱える課題について、なぜそのような

課題が生じているのか背景や原因を踏まえた上で、特定の機関や個人にとどまらず広く影響

のある課題として適切に把握しているか。 

2) 課題の解決策としての妥当性 

 医療現場が抱える課題に対して、提案された医療機器等が解決する手段として、他の治療法

や既存の医療機器による代替手法等と比べて妥当な解決策であるか。また、課題に対して提

案された医療機器等の仕様・性能等が過剰となっていないか。 

(3) 事業化面からの審査項目 

1) 事業化の可能性 

 上市後のビジネスプランを描くにあたって、提案された医療機器等の薬事上の対象範囲や効

能等が明確となっており、市場の見極めが十分に行われていること。 

2) 事業化のための基本戦略の妥当性 

 市場の見極めに応じて、提案された医療機器等の製品としてのコンセプト設計が行われてお

り、「技術研究、試作機開発、薬事の検討、知的財産のマネジメント、販売・物流チャンネル

の確保などの特定の戦略」に偏りや漏れがなく、事業化に向け総合的に調整・決定された基

本戦略となっているか。 

3) 開発戦略の妥当性 

 基本戦略に基づき製品仕様を策定し、試作機開発・評価に必要な各工程毎に作業目的や期間
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が明確になっており、開発・改良体制が幅広い関係者の参加のもとに行われ、その内容、時

期及び体制が妥当であること。特に技術的な研究開発要素が必要となる場合は、目標達成の

ための手法・使用技術が明確で、その方法や期間が適切であること。 

4) 薬事戦略の妥当性 

 提案された医療機器等を事業化するために必要な医薬品医療機器等法等への規制対応（業許

可、製品クラス分類、必要な試験等）について調査し、試作機開発前に外部専門家等を含め

て対応策が検討されており、開発・改良戦略に反映されているか。特に、早期に PMDA（独

立行政法人医薬品医療機器総合機構）や第三者認証機関等へ薬事相談を実施し、その結果を

開発・改良戦略に反映する計画を評価する。 

5) 知財戦略の妥当性 

 提案された医療機器等について、事業化に向けた知的財産のマネジメントとして、開発・改

良製品に関連する先行特許調査やコア技術に関してどのような保護をするか検討し、知的財

産権の権利化又はノウハウ保護等に対する体制が構築されており、その検討結果が開発・改

良戦略に反映されているか。また、事業の進捗に応じて、知的財産について再検討される体

制や計画となっているか。 

6) 販売・物流チャンネルの確保 

 提案された医療機器等について、販売担当企業が体制に組み込まれている等により、開発・

改良の検討段階から販売・物流チャンネルからのニーズや市場評価を受けており、開発戦略

に反映されているか。又は、早期に販売担当企業を探索し、その評価を受けて開発・改良戦

略に反映させる計画があるか。特に、販売担当企業とともに提案された医療機器等に関連す

る学会等と連携・普及していく計画を評価する。 

7) 事業化に向けての体制と事業収支の見通し 

 事業化を実現するために、開発・改良に関する体制構築にとどまらず、製造・サービス供給

段階に向けて、委託金以外（委託事業の対象とならない費用や委託事業期間外における費用

等）の必要経費への自己投資や各担当企業毎に製品量産化や品質管理のための人材確保等の

適切な体制構築（委託事業を実施していく中で体制を強化していく計画を含む）を行う等、

事業化に至る投資回収計画及び資金、人材、技術等の経営資源が十分に備わっていること。 

 

（参考）医工連携による医療機器事業化ガイドブック（http://www.med-device.jp/pdf/guidebook.pdf） 

「課題解決型医療機器等開発事業」で明らかになった隘路と解決のポイント 

1．市場の見極め 

2．基本戦略の明確化 

3．開発戦略の妥当性 

4．薬事の検討 

5．知的財産のマネジメント 

6．販売・物流チャンネルの確保 

7．事業収支の見通し 
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【別表 4】 

問い合わせ先及び提案書の提出先について  

公募内容のお問い合わせ及び提案書の提出は、下記担当までお願いいいたします。お問い合わせは、

原則として E-mail のみでお受けいたします。 

 
 

《問い合わせ先・提案書提出先》 

〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1 丁目 3 番 1 号 

経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 医療・福祉機器産業室 

医工連携事業化推進事業 公募担当 

 

【通常問い合わせ】 

E-mail：27ifukushitsu-renrakugyomu@meti.go.jp 

 

【E-mail を使える環境がない等、上記の通常問い合わせ先にアクセスできない場合】 

TEL：03-3501-1562 （土日祝日を除く 9:30～18:15） 

FAX：03-3501-0315 

 

（平成 27 年 4 月以降の問い合わせ先等については、必要に応じて今後ウェブサイト等によりお知らせさ

せていただく予定です） 
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【参考１】 

 

競争的資金の適正な執行に関する指針 

平成1 7 年9 月9 日 

（平成18年11月14日改正） 

（平成19年12月14日改正） 

（平成21年3月27日改正） 

（平成24年10月17日改正） 

競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ 

 

 本指針は、競争的資金について、不合理な重複・過度の集中の排除、不正受給・不正使用及び研

究論文等における研究上の不正行為に関するルールを申し合わせるものである。各府省は、この指

針に基づき、所管する各制度の趣旨に則り、適切に対処するものとする。 

 

※「競争的資金の適正な執行に関する指針」の詳細については、次のホームページをご参照下さい。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/ 

 

 

 

【参考２】 

 

研究活動の不正行為への対応に関する指針 

（平成 19 年 12 月 26 日経済産業省制定） 

（平成 25 年 1 月 22 日  〃  改正） 

 

 本指針は、経済産業省所管の研究資金にかかる研究活動の不正行為に、経済産業省、経済産業省

所管の独立行政法人及び経済産業省所管の研究資金を活用する研究機関が適切に対応するため、そ

れぞれの機関が整備すべき事項等について指針を示すものである。 

 

※「研究活動の不正行為への対応に関する指針」の詳細については、次のホームページをご参照下さ

い。 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/innovation_policy/pdf/shishin.pdf 

 

 

 

 

【参考３】  

 

公的研究費の不正な使用等の対応に関する指針 

（平成 20 年 12 月 3 日経済産業省制定） 

（平成 25 年 1 月 22 日  〃  改正） 

 

 本指針は、経済産業省又は経済産業省が所管する独立行政法人（以下「資金配分機関」という。）

から配分される公募型の研究資金について、配分先すべての研究機関において不正な使用及び不正

な受給を防止するために必要な対応等を示したものである。 

 

※「公的研究費の不正な使用等の対応に関する指針」の詳細については、次のホームページをご参照

下さい。 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/innovation_policy/pdf/shishin-shikin.pdf 
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【参考４】 

医工連携事業化推進事業における人件費の計算に係る実施細則 

（健保等級ルール） 

 

平成２７年度に実施される医工連携事業化推進事業（以下「本事業」という。）に係る人件費の算

出方法を以下のとおり定める。 

事務の効率化や計算事務の煩瑣性の排除といった観点から、健康保険等級を使用した労務費の計

算に係る必要な事項を定め、もってその業務の適正な処理を図ることを目的とする。 

  

１．人件費の積算における原則 

健保等級を用いた人件費単価の計算方法については次項に規定する方法により算定した人件費単

価（円／時間）に従事時間を乗じて算出する。 

法定福利費（事業者負担分）については保険の種類、事業者の事業の種類の分類によって異なる

ため、事務の効率化の観点から労務費単価には上乗せしない取扱いとする。 

なお、本実施細則で規定する労務費単価一覧表（別表）は、毎年 4 月 1 日をもって見直すことと

する。 

 

２．人件費単価の計算方法 

 

（１）人件費単価の算定方法 

本事業における人件費の算出基礎となる人件費単価の算定については、一部の給与形態の者を

除き、原則として労務費単価一覧表（別表）に基づく等級単価を適用することとし、以下のとお

り取り扱う。 

雇用関係 給与 等級単価の

適用 

人件費単価 

健保等級適用者（Ａ） 全て 適用される 賞与回数に応じた等級単価一覧表の区分

を選択し、該当する「健保等級」に対応す

る時間単価を適用 

健保等級適用者以外

の者（Ｂ） 

年俸制 

月給制 

適用される 月給額を算出し、等級単価一覧表の「月給

額範囲」に対応する時間単価を適用 

日給制 適用されな

い 

等級単価一覧表を適用せず、個別に日給額

を所定労働時間で除した単価（一円未満切

捨て）を適用 

時給制 適用されな

い 

等級単価一覧表を適用せず、個別の時給額

を適用 

 

人件費単価の具体的な適用は以下のとおりとする。 

次の各号の分類に応じ、当該各号に定める方法により計算した金額を労務費単価とする。 

 

① 健保等級適用者（Ａ） 

次の各要件の全てを満たす者の人件費単価については、健保等級により該当する等級単価を

使用する。 

ア）健康保険料を徴収する事業者との雇用関係に基づき当該委託事業に従事する者。ただし、

役員及び日額又は時給での雇用契約者については、健保等級適用者以外の者として取り扱

う。 

イ）健康保険法による健康保険加入者であり、標準報酬月額保険料額表の健保等級適用者。

健保等級適用者に適用する労務費単価は、賞与回数に応じて該当する等級 単価一覧表の

区分を使用する。 

     

ⅰ．賞与が通常支給されない者、又は通常年４回以上支給される者 
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           → 等級単価一覧表のＡ区分を適用 

ⅱ．賞与が年１～３回まで支給されている者 

           → 等級単価一覧表のＢ区分を適用 

 

    ② 健保等級適用者以外の者（Ｂ） 

      健保等級適用者以外の者の人件費単価については、その給与形態に応じて以下の区分に

より取り扱う。 

この取扱いにおいて等級単価一覧表を適用する場合は、それぞれの年収（当該従事者に対

する年間支給実績額の合計）等を基礎として、等級単価一覧表「月給範囲額」により該当す

る等級単価を適用する。 

 

区 分  

年俸制 給与が年額で定められている者については、年額を１２月で除した額を月給額

とし、等級単価一覧表「月給範囲額」により該当する人件費単価。 

月給制 給与が月額で定められている者については、等級単価一覧表「月給範囲額」に

より該当する人件費単価。 

日給制 給与が日額で定められている者については、等級単価一覧表によらず、日額を

約束された就業時間で除した金額。ただし、１日単位で事業に従事している場

合には、当該日額をもって１日当たりの人件費単価とすることができる。 

時給制 給与が時給で定められている者については、当該時給をもって人件費単価とす

る。 

 

（２）健保等級適用者以外の者の取扱細則 

（２）－１．等級単価を適用する者 

   前記（１）②の区分中、年俸制及び月給制の者に係る月給範囲額の算定については、以

下のとおり取り扱う。 

 

 ① 算定に含む金額（健康保険の報酬月額算定に準ずる） 

   基本給、家族手当、住居手当、通勤手当、食事手当、役付手当、職階手当、早出手当、

残業手当、皆勤手当、能率手当、生産手当、休業手当、育児休業手当、介護休暇手当、各種

技術手当、特別勤務手当、宿日直手当、勤務地手当、役員報酬の内給与相当額など金銭で支

給されるもの。 

   なお、賞与については、支給回数に関わらず、この算定に含む。後記④参照。 

 

 ② 算定に含まない金額 

   解雇予定手当、退職手当、結婚祝金、災害見舞金、病気見舞金、年金、恩給、健康保険

の傷病手当金、労災保険の休業補償給付、家賃、地代、預金利子、株主配当金、大入袋、出

張旅費、役員報酬（給与相当額を除く。）など。 

 

 ③ 通勤手当の取扱い 

   年俸制及び月給制適用者の通勤手当に含まれる消費税及び地方消費税（以下「消費税」

という。）については除外しない。 

 

 ④ 賞与の取扱い 

ア．事業期間内に支給される賞与を加算することができる。 

イ．年俸制又は月給制適用者の加算の方法として、給与明細や給与証明の確認による賞与に

ついては、上期（４月～９月）又は下期（１０月～３月）の期間内にそれぞれ支給される

ことが確定している額を各期間の月額に加算できる。この場合において年俸制適用者は、

月額に換算して適用する。 

・年額に加算できる賞与の額：年間賞与（年間賞与の合計額が確定している場合） 

・月額に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月（１円未満切捨て） 
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（２）－２．等級単価を適用しない者 

   健保等級適用者以外の者のうち、日額制及び時給制適用者については、等級単価一覧表（別表）

の労務費単価を適用せず、雇用契約書や給与規程等により規定されている日額及び時間単価によ

る個別単価を原則適用する。 

 

① 通勤手当の取扱い 

      日額制及び時給制適用者に係る通勤手当については、日額及び時給に通勤手当相当額

を加算することができる。 

 

   ② 賞与の取扱い 

      前記（２）－１．④アについて同様の扱いとするほか、以下にて取り扱う。 

        日額又は時給に加算できる明確な賞与とは、給与明細等に賞与として額が明示さ

れ、支給することが確定している場合をいう。 

・日額に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月÷２１日（１円未満切捨て） 

・時給に加算できる賞与の額：上期又は下期の賞与÷６月÷２１日÷所定就業時間（１円未満

切捨て）  

 

（３）等級単価一覧表の適用方法 

   健保等級適用者及び健保等級適用者以外の者のうち等級単価を適用する者について、等級単

価一覧表（別表）に適用する等級又は給与の基準額は以下の方法により決定する。 

 

   ① 当該月に適用される健保等級又は当該月に支給された給与に基づき算定された健保等級

を適用する。 

 

   ② 健保等級の変更（定時改定や随時改定による）又は給与に改定があった場合は、その改

定月から改定後の健保等級又は給与により算出した等級単価を適用する。 

     （ａ）定時決定は、被保険者標準報酬決定通知書の適用年月を適用する。 

     （ｂ）随時改定は、被保険者標準報酬決定通知書の改定年月を適用する。 

 

   ③ 就業規則等で定めた所定労働時間より短い、短時間労働者（嘱託、短時間勤務正社員等

の別にかかわらず労働契約等で短時間労働が規定されている者）については、１週間におけ

る就業規則等で定めた所定労働時間と短時間労働者の所定労働時間の比率を算出し、その比

率を標準報酬月額又は月給範囲額に乗算した額により適用される等級又は月給範囲の労務費

単価を使用することができる。 

     ・健保等級適用者：「就業規則等で定めた所定労働時間÷短時間労働者の所定労働時間×

標準報酬月額」で算定された額を報酬月額とみなし、該当する健保等級を適用する。 

     ・健保等級適用者以外：「就業規則等で定めた所定労働時間÷短時間労働者の所定労働時

間×月給範囲額（２．（２）－１．で算定した額）」で算定された額を月給範囲額とみなし、

該当する月給範囲を適用する。 

 

（４）等級単価の証明 

   前記（３）①及び②の健保等級又は給与については、別添様式１（健保等級証明書）又は様

式２（給与証明書）により、その実績を当該事業者の給与担当課長等に証明させるものとする。（証

明書の日付は事業期間の最終日～実績報告書の提出日までの間の日付とする。）ただし、給与明細

などにより給与が確認できる場合、当該証明書の提出は不要とする。 

 

   人件費の確定に当たっては次の書類等を活用して照合を行うこととする。 

・健保等級適用者については、健保等級証明書（被保険者標準報酬決定通知書、同改定通知

書、被保険者標準報酬月額保険料表及び給与明細）。 

・健保等級適用者以外の者は、給与証明書（給与明細、従事者毎の雇用に関する契約書）。 
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・給与台帳、業務日誌、就業規則、就業カレンダー、タイムカード、出勤簿等。 

 

 

 

 

委託業務従事日誌、健保等級証明書、給与証明書は、本事業への応募時に提出不要のため、省

略。契約締結時にお示しいたします。 
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【参考４（別表）】  平成２６年度 人件費単価一覧表（平成２６年４月１日適用版） 

（単位：円） 

 
※上記の等級単価には、一切の消費税及び地方消費税を含まない。

1 58,000  ～ 63,000 340 440  ～ 81,900 440

2 68,000 63,000 ～ 73,000 400 520 81,900 ～ 94,900 520

3 78,000 73,000 ～ 83,000 460 600 94,900 ～ 107,900 600

4 88,000 83,000 ～ 93,000 520 680 107,900 ～ 120,900 680

5 98,000 93,000 ～ 101,000 580 750 120,900 ～ 131,300 750

6 104,000 101,000 ～ 107,000 610 800 131,300 ～ 139,100 800

7 110,000 107,000 ～ 114,000 650 850 139,100 ～ 148,200 850

8 118,000 114,000 ～ 122,000 700 910 148,200 ～ 158,600 910

9 126,000 122,000 ～ 130,000 740 970 158,600 ～ 169,000 970

10 134,000 130,000 ～ 138,000 790 1,030 169,000 ～ 179,400 1,030

11 142,000 138,000 ～ 146,000 840 1,090 179,400 ～ 189,800 1,090

12 150,000 146,000 ～ 155,000 890 1,150 189,800 ～ 201,500 1,150

13 160,000 155,000 ～ 165,000 950 1,230 201,500 ～ 214,500 1,230

14 170,000 165,000 ～ 175,000 1,010 1,310 214,500 ～ 227,500 1,310

15 180,000 175,000 ～ 185,000 1,070 1,390 227,500 ～ 240,500 1,390

16 190,000 185,000 ～ 195,000 1,120 1,460 240,500 ～ 253,500 1,460

17 200,000 195,000 ～ 210,000 1,180 1,540 253,500 ～ 273,000 1,540

18 220,000 210,000 ～ 230,000 1,300 1,700 273,000 ～ 299,000 1,700

19 240,000 230,000 ～ 250,000 1,420 1,850 299,000 ～ 325,000 1,850

20 260,000 250,000 ～ 270,000 1,540 2,000 325,000 ～ 351,000 2,000

21 280,000 270,000 ～ 290,000 1,660 2,160 351,000 ～ 377,000 2,160

22 300,000 290,000 ～ 310,000 1,780 2,310 377,000 ～ 403,000 2,310

23 320,000 310,000 ～ 330,000 1,900 2,470 403,000 ～ 429,000 2,470

24 340,000 330,000 ～ 350,000 2,020 2,620 429,000 ～ 455,000 2,620

25 360,000 350,000 ～ 370,000 2,140 2,780 455,000 ～ 481,000 2,780

26 380,000 370,000 ～ 395,000 2,250 2,930 481,000 ～ 513,500 2,930

27 410,000 395,000 ～ 425,000 2,430 3,160 513,500 ～ 552,500 3,160

28 440,000 425,000 ～ 455,000 2,610 3,400 552,500 ～ 591,500 3,400

29 470,000 455,000 ～ 485,000 2,790 3,630 591,500 ～ 630,500 3,630

30 500,000 485,000 ～ 515,000 2,970 3,860 630,500 ～ 669,500 3,860

31 530,000 515,000 ～ 545,000 3,150 4,090 669,500 ～ 708,500 4,090

32 560,000 545,000 ～ 575,000 3,320 4,320 708,500 ～ 747,500 4,320

33 590,000 575,000 ～ 605,000 3,500 4,560 747,500 ～ 786,500 4,560

34 620,000 605,000 ～ 635,000 3,680 4,790 786,500 ～ 825,500 4,790

35 650,000 635,000 ～ 665,000 3,860 5,020 825,500 ～ 864,500 5,020

36 680,000 665,000 ～ 695,000 4,040 5,250 864,500 ～ 903,500 5,250

37 710,000 695,000 ～ 730,000 4,220 5,480 903,500 ～ 949,000 5,480

38 750,000 730,000 ～ 770,000 4,450 5,790 949,000 ～ 1,001,000 5,790

39 790,000 770,000 ～ 810,000 4,690 6,100 1,001,000 ～ 1,053,000 6,100

40 830,000 810,000 ～ 855,000 4,930 6,410 1,053,000 ～ 1,111,500 6,410

41 880,000 855,000 ～ 905,000 5,230 6,800 1,111,500 ～ 1,176,500 6,800

42 930,000 905,000 ～ 955,000 5,520 7,180 1,176,500 ～ 1,241,500 7,180

43 980,000 955,000 ～ 1,005,000 5,820 7,570 1,241,500 ～ 1,306,500 7,570

44 1,030,000 1,005,000 ～ 1,055,000 6,120 7,960 1,306,500 ～ 1,371,500 7,960

45 1,090,000 1,055,000 ～ 1,115,000 6,480 8,420 1,371,500 ～ 1,449,500 8,420

46 1,150,000 1,115,000 ～ 1,175,000 6,830 8,880 1,449,500 ～ 1,527,500 8,880

47 1,210,000 1,175,000 ～ 7,190 9,350 1,527,500 ～ 9,350

人件費単価
(円／時間）

以上　　 　～ 　　　未満

報酬月額

健保等級適用者

等　級 報酬月額

人件費単価(円／時間)

Ａ．賞与なし、
年４回以上

Ｂ．賞与
１回～３回

月給範囲額

以上　　 　～ 　　　未満

健保等級適用者以外
（年俸制・月給制）
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【参考５】  

中小企業技術革新制度（SBIR 制度）による支援措置について 

 

医工連携事業化推進事業は、中小企業技術革新制度(SBIR 制度)の「平成２７年度特定補助金等」とし

て指定される予定です。 

本事業の委託先のうち中小企業者等は、その成果を利用した事業活動を行う場合に、各種支援措置を

受けることができます。 

なお、支援措置のご利用に当たっては、個別の支援措置ごとに支援機関の審査や確認を受ける必要が

あります。 

SBIR 制度とは、「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に基づき、中小企業者等の新技術を

利用した事業活動を支援するため、関係省庁が連携して、中小企業者等による研究開発とその成果の事

業化を一貫して支援する制度です。 

 

〈支援措置の概要〉 

（１） 日本政策金融公庫の低利融資を受けることが可能です 

（２） 公共調達における入札参加機会が拡大します 

（３） 「SBIR 特設サイト」において、研究開発成果などの事業 PR ができます 

（４） 特許料等が減免になります 

（５） 中小企業信用保険法の特例措置が受けられます 

（６） 中小企業投資育成株式会社法の特例が適用されます 

（７） 小規模事業者設備導入資金助成法の特例が適用されます  

 

詳しくは、以下をご覧下さい。 

http://j-net21.smrj.go.jp/expand/sbir/sbir.html 
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【参考６】  

医工連携による医療機器の開発・改良として戦略的に解決し事業化すべき実用化課題 

 

○健康・医療戦略（平成 26 年 7 月 22 日 閣議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/dai2/siryou1.pdf 

 

○医療分野研究開発推進計画 

（平成 26 年 7 月 22 日 健康・医療戦略推進本部決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/kaihatsu/dai1/siryou13.pdf 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

①新規参入の促進

区分 ユーザー 要件

短期間での実用化
医療機器

非医療機器
医師

■承認基準等があるもの
　・認証基準　１５１９品目
　・届出　　　１１９５品目
■既存品の改良・改善で実施
期間内で上市可能なもの
■評価機器、トレーニングシ
ステム等の非医療機器

備考
対象機器の範囲

キーワード

②産業競争力の向上（国内）

区分 ユーザー 要件

開発リスクが高い 医療機器 医師

■治療系を中心とした医療機
器
・生体内移植器具
・チューブ及びカテーテル
（血管処置用、心臓用等）
　など

備考キーワード
対象機器の範囲

③産業競争力の向上（海外）

区分 ユーザー 要件

国内に先行した海外展開 医療機器 医師
■医療機器を開発・改良し、
国内市場に先行して、海外市
場で事業化するもの

キーワード
対象機器の範囲

備考
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 これまでの採択事例については、医工連携事業化推進事業ポータルサイト（MEDIC） 

http://www.med-device.jp/html/development/vp.html をご参照下さい。 

 

④周辺分野開拓による市場拡大

区分 ユーザー 要件

1)医療安全の向上
医療機器

非医療機器

医師以外の医療従
事者
　・看護師
　・臨床工学技士
等

（医療安全の向上に資するも
の）

2)在宅医療の推進 医療機器

医療従事者
　・医師
　・看護師
　・臨床工学技士
等

（在宅医療の推進に資するも
の）

3)疾病予防・早期発見 医療機器 個人（家庭向け）
（疾病予防・早期発見に
　資するもの）

キーワード
対象機器の範囲

備考
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「②産業競争力の向上（国内）」分類 該当一般的名称一覧 

● 生体内移植器具     125 品目 

■ チューブ及びカテーテル（血管処置用、心臓用等）  56 品目 

 
一般的名称(JMDN) 薬事工業生産動態統計 

治

療

系 

一般的 

名称 

コード 

一般的名称 

ク

ラ

ス 

分

類 

中分類 

名称 

小々分類 

名称 

統計 

分類名称

コード 

平成 24 年

国内市場

規模 

国

内

市

場

成

長

率

● 
12913000  植込み型心臓ペース

メーカ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

植込型心臓ペースメーカ 140204029 18,694,376 55%

● 
18145000  心筋形成術電気刺激

装置 

Ⅳ 生体内移植

器具 

植込型心臓ペースメーカ 140204029 18,694,376 55%

● 
70484009  植込み型両心室同期

ペースメーカ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

植込型心臓ペースメーカ 140204029 18,694,376 55%

● 
17811000  肺動脈用シャント Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工血管 140206993 17,249,323 148

%

● 
70487000  血管用ステントグラ

フト 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工血管 140206993 17,249,323 148

%

● 
70488000  大動脈用ステントグ

ラフト 

Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工血管 140206993 17,249,323 148

%

● 
70489000  冠動脈用ステントグ

ラフト 

Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工血管 140206993 17,249,323 148

%

● 
17672000  胆管用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
17957000  気管支用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
34179000  心血管用ステント Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
35276000  腱シース Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
35645000  尿管用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
35646000  膣用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36029000  気管用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36035003  血管用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36035004  冠動脈ステント Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36143000  膵臓用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36211000  尿道用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
36227000  食道用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
44279000  腸骨動脈用ステント Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
45851000  頸動脈用ステント Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%
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● 
46919004  薬剤溶出型大腿動脈

用ステント 

Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
70491000  脳動脈ステント Ⅳ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
70493000  大腸用ステント Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
70494000  胃十二指腸用ステン

ト 

Ⅲ 生体内移植

器具 

ステント 140210008 98,457,989 170

%

● 
33704000  人工骨頭 Ⅲ 生体内移植

器具 

人工股関節 140212028 54,311,568 102

%

● 
33717000  表面置換型人工股関

節 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工股関節 140212028 54,311,568 102

%

● 
35661000  人工股関節寛骨臼コ

ンポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工股関節 140212028 54,311,568 102

%

● 
35666000  人工股関節大腿骨コ

ンポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工股関節 140212028 54,311,568 102

%

● 
36315000  全人工股関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

人工股関節 140212028 54,311,568 102

%

● 
32833000  片側型人工膝関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
32836000  片側置換型脛骨用人

工膝関節 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
35667000  全人工膝関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
35668000  人工膝関節大腿骨コ

ンポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
35669000  人工膝関節脛骨コン

ポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
35679000  人工膝関節膝蓋骨コ

ンポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

人工膝関節 140212044 25,373,039 93%

● 
16077003  体内固定用ボルト Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
16077004  吸収性体内固定用ボ

ルト 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
16101003  体内固定用ネジ Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
16101004  吸収性体内固定用ネ

ジ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
16103003  体内固定用ステープ

ル 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
16103004  吸収性体内固定用ス

テープル 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
32847003  体内固定用ナット Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
32847004  吸収性体内固定用ナ

ット 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
32854003  体内固定用ピン Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
32854004  吸収性体内固定用ピ

ン 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
33187000  体内固定用大腿骨髄

内釘 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%
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● 

34003000  体内固定用コンプレ

ッションヒッププレ

ート 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
34163000  人工椎間板 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
34170003  人工椎体 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
34170004  吸収性人工椎体 Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
34219000  人工肋骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35241003  体内固定用プレート Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35241004  吸収性体内固定用プ

レート 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35642003  体内固定システム Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35642004  吸収性体内固定シス

テム 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35647003  体外固定システム Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35685003  体内固定用ワイヤ Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35685004  吸収性体内固定用ワ

イヤ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
35943000  人工顎関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
36174003  靭帯固定具 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
36174004  吸収性靭帯固定具 Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
36198003  体内固定用ワッシャ Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
36198004  吸収性体内固定用ワ

ッシャ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
37272003  脊椎内固定器具 Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
37272004  吸収性脊椎内固定器

具 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
38152000  体内固定用脛骨髄内

釘 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
38153000  体内固定用上肢髄内

釘 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
38159000  体内固定器具セット Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
38161003  脊椎ケージ Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
38161004  吸収性脊椎ケージ Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
47023003  単回使用棘間留置器

具 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70497000  吸収性体内固定用ボ

タン 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%
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● 
70498000  吸収性体内固定用タ

ック 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70499000  吸収性体内埋植用シ

ート 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70500000  頭蓋骨固定用クラン

プ 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70500004  吸収性頭蓋骨固定用

クランプ 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70501000  骨固定バンド Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70502000  吸収性骨固定バンド Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70503000  頭部プロテーゼ固定

用材料 

Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70504000  体内固定用ケーブル Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70505000  吸収性体内固定用ケ

ーブル 

Ⅳ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
70506000  仙骨止血ピン Ⅲ 生体内移植

器具 

骨接合用品 140212161 80,741,053 105

%

● 
11910000  ヒト骨移植片 Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
16082000  人工骨キャップ Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
17756000  コラーゲン使用人工

骨 

Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
32837000  全人工足関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
32869003  非吸収性人工腱 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
32869004  吸収性人工腱 Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
33168000  人工上顎骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 

33179000  人工股関節寛骨臼サ

ポートコンポーネン

ト 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
33180000  人工股関節骨セメン

トレストリクタ 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
33705000  全人工手関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
33982003  骨スペーサ Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
33982004  吸収性骨スペーサ Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
34031003  骨プラグ Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
34031004  吸収性骨プラグ Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
34108000  人工足関節距骨コン

ポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35261000  人工下顎骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%
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● 
35662000  人工足関節脛骨コン

ポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35663000  人工手関節手根骨コ

ンポーネント 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35671003  腱鞘スペーサ Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35671004  吸収性腱鞘スペーサ Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35674000  人工全耳小骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35677000  人工眼窩縁 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35678000  人工頬骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35690000  局所人工耳小骨 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 

35727000  人工橈骨手根関節橈

骨･尺骨コンポーネン

ト 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35966003  橈骨頭用補綴材 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35966004  医薬品組合せ橈骨頭

用補綴材 

Ⅳ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
36042000  全人工側頭下顎関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
36260000  人工側頭下顎関節円

板 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
37845000  人工指関節 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
38158000  人工関節セット Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
44267000  関節全置換術用セメ

ントスペーサ 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
70508000  下肢再建用人工材料 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
70509000  上肢再建用人工材料 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の人工関節人工骨

及び関連製品 

140212998 2,447,808 154

%

● 
35655000  前房レンズ Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
35658100  後房レンズ Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
35658200  ヘパリン使用後房レ

ンズ 

Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
35658300  多焦点後房レンズ Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
35658400  挿入器付後房レンズ Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
47413000  有水晶体後房レンズ Ⅲ 生体内移植

器具 

眼内レンズ 140214022 23,846,741 192

%

● 
35643000  人工内耳 Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の感覚機能補助器 140214993 1,293,136 454

%

● 
36245000  気管食道用スピーチ

バルブ 

Ⅲ 生体内移植

器具 

その他の感覚機能補助器 140214993 1,293,136 454

%
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■ 

11434100  心臓用カテーテル型

電極 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

11434200  ヘパリン使用心臓用

カテーテル型電極 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

17613000  心室向け心臓用カテ

ーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

34925100  サーモダイリューシ

ョン用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

34925200  ヘパリン使用サーモ

ダイリューション用

カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

35854110  ペーシング向け循環

器用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

35854120  バルーン付ペーシン

グ向け循環器用カテ

ーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

35854200  ヘパリン使用バルー

ン付ペーシング向け

循環器用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み心臓用チューブ

及びカテーテル 

100408069 17,501,756 230

%

■ 

10598000  心臓用カテーテルイ

ントロデューサキッ

ト 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

10678203  ヘパリン使用カテー

テルイントロデュー

サ 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

10714004  中心循環系塞栓除去

用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

10747000  中隔開口用カテーテ

ル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

12161203  ヘパリン使用静脈用

カテーテルイントロ

デューサキット 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17184014  バルーン拡張式血管

形成術用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17184024  冠血管向けバルーン

拡張式血管形成術用

カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17184034  バルーン拡張式脳血

管形成術用カテーテ

ル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17185000  レーザ式血管形成術

用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17453000  バルーン拡張式弁形

成術用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17470000  汎用血管カテーテル

用カフ 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17519000  アテローム切除型血

管形成術用カテーテ

ル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%
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■ 

17521000  バルーン拡張式冠動

脈灌流型血管形成術

用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17846104  中心循環系ガイディ

ング用血管内カテー

テル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17846124  冠動脈カテーテル交

換用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

17846223  ヘパリン使用中心循

環系ガイディング用

血管内カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35094103  血管用カテーテルガ

イドワイヤ 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35094114  心臓･中心循環系用カ

テーテルガイドワイ

ヤ 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35094203  ヘパリン使用血管用

カテーテルガイドワ

イヤ 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35094214  ヘパリン使用心臓･中

心循環系用カテーテ

ルガイドワイヤ 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35449003  血管内塞栓促進用補

綴材 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

35449004  中心循環系血管内塞

栓促進用補綴材 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

36040104  心臓用カテーテル先

端型流量式トランス

デューサ 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

36040204  ヘパリン使用心臓用

カテーテル先端型流

量式トランスデュー

サ 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

36073000  アテローム切除アブ

レーション式血管形

成術用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

44841004  中心循環系塞栓捕捉

用カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

46850004  振動式末梢血管貫通

用カテーテルシステ

ム 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

46916000  血管狭窄部貫通用カ

テーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70271000  中枢神経系先端トラ

ンスデューサ付カテ

ーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70273000  ヘパリン使用血管留

置用センサ 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70281000  イントロデューサカ

テーテル 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70282000  非中心循環系血栓破

砕用バイブレーショ

ンカテーテル 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%
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■ 

70283000  中心循環系血栓破砕

用バイブレーション

カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70284000  脳血栓破砕用バイブ

レーションカテーテ

ル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70285000  経頸静脈肝内門脈ア

クセスセット 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70287009  心血管用カテーテル

ガイドワイヤ 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70288000  中心循環系血管処置

用チューブ及びカテ

ーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70289003  非中心循環系血管内

超音波カテーテル 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70289004  中心循環系血管内超

音波カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70290100  心臓血管縫合補助具 Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70290200  ヘパリン使用心臓血

管縫合補助具 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70293000  冠動脈オクルーダ Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70294000  リトラクトバルーン Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70295000  冠動脈貫通用カテー

テル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70296004  中心循環系マイクロ

カテーテル 

Ⅳ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70296013  マイクロカテーテル Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70296023  眼科用マイクロカテ

ーテル 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

■ 

70297000  マイクロダイアリシ

スカテーテル 

Ⅲ チューブ及

びカテーテ

ル 

滅菌済み血管処置用チュ

ーブ及びカテーテル 

100408102 149,129,005 247

%

（注 1）平成 24 年薬事工業生産動態統計より作成 

（注 2）「国内市場成長率」：平成 21 年に対する平成 24 年国内市場規模の比率 
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 【参考７】  

経済産業省 担当課室 一覧 

 

○公募内容のお問い合わせ、提案書の提出等は、経済産業省公募担当までお願いいいたします。 

（２４ページ「【別表４】問い合わせ先及び提案書の提出先について」参照） 

 

○経済産業省 商務情報政策局 ヘルスケア産業課 医療・福祉機器産業室 

 〒100-8901 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

 TEL：０３－３５０１－１５６２ 

 

○経済産業局 担当課室  
 

名称及び担当課  
 

 

所在地及び連絡先電話番号  
 

 

北海道経済産業局  
地域経済部バイオ産業課  

産業部産業振興課サービス産業室  
 

 

〒060-0808 

札幌市北区北 8 条西 2 丁目札幌第 1 合同庁舎  

ＴＥＬ：０１１－７０９－１７２６（バイオ産業課）  

    ０１１－７３６－９６２８（サービス産業室）  
 

 

東北経済産業局  

地域経済部  

次世代産業室  

 

〒980-8403 

仙台市青葉区本町３－３－１仙台第１合同庁舎  

TEL：０２２－２２１－４８９５  

 

関東経済産業局  

地域経済部  

次世代産業課  

ヘルスケア産業室  
 

 

〒330-9715 

さいたま市中央区新都心 1-1 

さいたま新都心合同庁舎 1 号館  

ＴＥＬ：０４８－６００－０２０６  
 

 

中部経済産業局 

地域経済部 

次世代産業課 

ヘルスケア産業室 

〒460-8510 

名古屋市中区三の丸2-5-2 

ＴＥＬ：０５２－９５１－０５７０ 

電力・ガス事業北陸支局 

地域経済課 
 

〒930-0856 

富山市牛島新町11-7富山地方合同庁舎 

ＴＥＬ：０７６－４３２－５５１８ 
 

近畿経済産業局  

地域経済部  

バイオ・医療機器技術振興課  
 

 

〒540-8535 

大阪市中央区大手前 1-5-44 合同庁舎第 1 号館  

ＴＥＬ：０６－６９６６－６１６３ 
 

 

中国経済産業局  

地域経済部  

参事官（産学官連携・産業  

クラスター担当）  
 

 

〒730-8531 

広島市中区上八丁堀 6-30 広島合同庁舎 2 号館  

ＴＥＬ：０８２－２２４－５７６０  
 

 

四国経済産業局  

地域経済部  

地域経済課  
 

 

〒760-8512 

高松市サンポート 3-33 高松サンポート合同庁舎  

ＴＥＬ：０８７－８１１－８５１５  
 

 

九州経済産業局  

地域経済部  

新産業戦略課  
 

 

〒812-8546 

福岡市博多区博多駅東 2-11-1 福岡合同庁舎本館  

ＴＥＬ：０９２－４８２－５４４３  
 

内閣府沖縄総合事務局 

経済産業部 

企画振興課 

〒900-0006 

沖縄県那覇市おもろまち 2-1-1 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 

ＴＥＬ：０９８－８６６－１７２７ 

 
 


